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環水大大発第 2011301号 

                             令和２年 11 月 30 日 

 

都 道 府 県 知 事 

大気汚染防止法政令市長 

 

 

環境省水・大気環境局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

大気汚染防止法の一部を改正する法律の施行等について 

 

 

 解体等工事（建築物等（建築物その他の工作物をいう。以下同じ。）の解体、改造又は補

修作業を伴う建設工事をいう。以下同じ。）に伴う石綿の飛散防止を徹底するため、大気汚

染防止法の一部を改正する法律（令和２年法律第 39号。以下「改正法」という。）が令和

２年６月５日に公布され、令和３年４月１日から施行されることとなった（大気汚染防止

法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（令和２年政令第 303号））。 

 これに伴い、大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第 304号。以

下「改正政令」という。）が令和２年 10月７日に、大気汚染防止法の一部を改正する法律

の施行に伴う環境省関係省令の整備に関する省令（令和２年環境省令第 25号。以下「整備

省令」という。）が令和２年 10月 15日に、関係告示が令和２年 10月７日に公布され、改

正法の施行日から施行されることとなった。 

貴職におかれては、法令の厳正かつ実効性のある施行について、下記の事項に十分御留

意の上、格段の御協力及び事業者への適切な指導をお願いする。 

平成 29年５月 30日付け環水大大発第 1705301号環境省水・大気環境局大気環境課長通

知「石綿含有仕上塗材の除去等作業における石綿飛散防止対策について」（以下「仕上塗材

に係る通知」という。）は改正法の施行日をもって廃止する。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定に基づ

く技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

大気汚染防止法（昭和 43年法律第 97号。以下「法」という。）においては、国民の健

康の保護及び生活環境の保全のため、建築物等の解体等に伴う石綿の飛散の防止に係る

規制措置を講じており、規制対象の拡大など規制の強化を行ってきたところである。 

殿 
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今般新たに特定建築材料に追加した石綿含有建材については、相対的に飛散性が低

いこと、そのため吹付け石綿及び石綿含有断熱材等の除去作業ほどの専門的な機器等

を使用する措置は要しないこと、また、石綿含有成形板等及び石綿含有仕上塗材に係

る特定粉じん排出等作業は膨大な件数となることが想定されることから、作業実施の

届出の対象とはしないこととしたものであるが、今般特定建築材料に追加した石綿含

有建材に係る特定工事は、事前調査、作業基準（第 10の６(3)(4)参照）の遵守義務、

特定粉じん排出等作業の結果の報告等、その他の規制枠組みの対象としている。 

 

第３ 事前調査 

１ 事前調査の対象等 

(1) 「建築物」及び「工作物」の定義 

「建築物」及び「工作物」の定義については、平成 18年１月 11日付け環水大大

発第 06011101号当職通知「大気汚染防止法施行令の一部を改正する政令の施行等に

ついて（通知）」及び平成 18年９月５日付け環水大大発第 060905003号当職通知「石

綿による健康等に係る被害の防止のための大気汚染防止法等の一部を改正する法律

の施行等について（通知）」において、「建築物」とは、建築基準法（昭和 25年法律

第 201号）第２条第１号に規定する建築物を基本としており、建築物本体のほか、

建物に設ける建築設備（電気、ガス、給排水、換気、冷暖房、消火、排煙若しくは

汚物処理の設備又は煙突等）などが含まれるとされ、「工作物」とは、民法や過去の

判例によるものを基本として土地に接着して人工的作為を加えることによって成立

した物とされてきたところである。しかしながら、今般、石綿障害予防規則（平成

17年厚生労働省令第 21号）において、建築物及び工作物の概念が明確化されたこ

とを踏まえ、法及び石綿障害予防規則の連携により、建築物等の解体等工事に伴う

石綿の飛散防止を徹底する観点から、新法における建築物及び工作物の概念は、石

綿障害予防規則と同様に以下のとおりとする。 

・「建築物」とは、全ての建築物をいい、建築物に設けるガス若しくは電気の供給、

給水、排水、換気、暖房、冷房、排煙又は汚水処理の設備等の建築設備を含むも

のであること。 

・「工作物」とは、「建築物」以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置

されているもの又は設置されていたものの全てをいい、例えば、煙突、サイロ、

鉄骨架構、上下水道管等の地下埋設物、化学プラント等、建築物内に設置された

ボイラー、非常用発電設備、エレベーター、エスカレータ－等又は製造若しくは

発電等に関連する反応槽、貯蔵設備、発電設備、焼却設備等及びこれらの間を接

続する配管等の設備等があること。なお、建築物内に設置されたエレベーターに

ついては、かご等は工作物であるが、昇降路の壁面は建築物であること。 

 

(2) 事前調査の対象 

事前調査の対象は、「解体等工事」とされており、石綿含有建材が使用されていな
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いことが明らかであるものしか扱わないもの（金属や木材のみで作られているもの

の改造・補修など）も含め、様々な建設工事が含まれうる。今般、一定の知見を有

する者の活用（第３の２）、事前調査に関する記録の作成・保存（第３の４）、事前

調査結果等の報告（第３の７）等が義務付けられたことから、併せて、解体等工事

に伴う石綿の飛散による大気の汚染を防止するための規制であることを踏まえ、こ

れらの義務の対象範囲を明確にすることとした。 

石綿障害予防規則においては、以下の作業について、事前調査の対象である「建

築物等の解体・改修作業」に該当しないと整理された（令和２年８月４日付け基発

0804第２号厚生労働省労働基準局長通知「石綿障害予防規則等の一部を改正する省

令等の施行について」）ところ、大気汚染防止の観点からも、法において同様に整理

することが可能であり、以下の作業は「建築物等の解体等工事」に該当しないこと

とする。  

・除去等を行う材料が、木材、金属、石、ガラス等のみで構成されているもの、畳、

電球等の石綿等が含まれていないことが明らかなものであって、手作業や電動ド

ライバー等の電動工具により容易に取り外すことが可能又はボルト、ナット等の

固定具を取り外すことで除去又は取り外しが可能である等、当該材料の除去等を

行う時に周囲の材料を損傷させるおそれのない作業 

・釘を打って固定する、又は刺さっている釘を抜く等、材料に、石綿が飛散する可

能性がほとんどないと考えられる極めて軽微な損傷しか及ぼさない作業。なお、

電動工具等を用いて、石綿等が使用されている可能性がある壁面等に穴を開ける

作業は、これには該当せず、事前調査を行う必要があること。 

・既存の塗装の上に新たに塗装を塗る作業等、現存する材料等の除去は行わず、新

たな材料を追加するのみの作業 

・国土交通省による用途や仕様の確認、調査結果から石綿が使用されていないこと

が確認された aから kまでの工作物、経済産業省による用途や使用の確認、調査

結果から石綿が使用されていないことが確認された l及びｍの工作物並びに農林

水産省による用途や使用の確認、調査結果から石綿が使用されていないことが確

認されたｆ及びｎの工作物の解体・改修の作業 

ａ 港湾法（昭和 25年法律第 218号）第２条第５項第２号に規定する外郭施設及

び同項第３号に規定する係留施設 

ｂ 河川法（昭和 39年法律第 167号）第３条第２項に規定する河川管理施設 

ｃ 砂防法（明治 30年法律第 29号）第１条に規定する砂防設備 

ｄ 地すべり等防止法（昭和 33年法律第 30号）第２条第３項に規定する地すべ

り防止施設及び同法第４条第１項に規定するぼた山崩壊防止区域内において都

道府県知事が施工するぼた山崩壊防止工事により整備されたぼた山崩壊防止の

ための施設 

ｅ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44年法律第 57号）第

２条第２項に規定する急傾斜地崩壊防止施設 
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ｆ 海岸法（昭和 31年法律第 101号）第２条第１項に規定する海岸保全施設 

ｇ 鉄道事業法施行規則（昭和 62年運輸省令第６号）第９条に規定する鉄道線路

（転てつ器及び遮音壁を除く） 

ｈ 軌道法施行規則（大正 12年内務省・鉄道省令）第９条に規定する土工（遮音

壁を除く）、土留壁（遮音壁を除く）、土留擁壁（遮音壁を除く）、橋梁（遮音壁

を除く）、隧道、軌道（転てつ器を除く）及び踏切（保安設備を除く） 

ｉ 道路法（昭和 27年法律第 180号）第２条第１項に規定する道路のうち道路土

工、舗装、橋梁（塗装部分を除く。）、トンネル（内装化粧板を除く。）、交通安

全施設及び駐車場（１(1)の工作物のうち建築物に設置されているもの、特定建

築材料が使用されているおそれが大きいものとして環境大臣が定める工作物

（令和２年環境省告示第 77号）に掲げる工作物を除く。） 

ｊ 航空法施行規則（昭和 27年運輸省令第 56号）第 79条に規定する滑走路、誘

導路及びエプロン 

ｋ 雪崩対策事業により整備された雪崩防止施設 

ｌ ガス事業法（昭和 29年法律第 51号）第２条第 13項に規定するガス工作物の

導管のうち地下に埋設されている部分 

ｍ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則（平成９

年通商産業省令第 11号）第３条に規定する供給管のうち地下に埋設されている

部分 

ｎ 漁港漁場整備法（昭和 25年法律第 137号）第３条に規定する漁港施設のうち

基本施設（外郭施設、係留施設及び水域施設） 

 

２ 事前調査の方法 

(1) 書面による調査及び目視による調査等 

解体等工事の元請業者又は自主施工者が行う事前調査の方法として、まず、設計

図書その他の書面による調査及び特定建築材料の有無の目視による調査を行うこと

とした。「設計図書その他の書面による調査」とは、設計図書等の確認による、解体

等工事に係る建築物等の設置の工事に着手した日の調査、使用されている建築材料

の種類の調査、使用されている建築材料のうち石綿が使用されている可能性がある

ものについて、石綿（アスベスト）含有建材データベース等を使用した石綿の含有

の有無の調査等をいう。「特定建築材料の有無の目視による調査」とは、解体等工事

に係る建築物等において設計図書と異なる点がないか、建築材料に印字されている

製品名や製品番号等を確認すること、特定建築材料に該当する可能性のある建築材

料を特定すること等をいう。事前調査は、解体等工事に係る建築物等の全ての部分

について行うものであり、当該建築物等の構造上、解体等工事に着手する前に目視

することができない箇所があった場合、着手した後に目視が可能となった時点で調

査を行うとともに、調査結果を都道府県等へ速やかに報告することとする。 

ただし、平成 18年９月１日以降は石綿の新たな使用が禁止されていることから、
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